








































































































































































































べきであり、過失割合をX市を 7割、 Y1大学を 3
割として過失相殺するのが相当である。」
《研究》
1 本件は、地方自治体の実施する風力発電事業
に関し、業務委託契約を締結した大学の債務不履行
責任の成否が問題とされた事案である。前述のとお
り、現在の大学では、大学以外の公的機関や私的機
関との共同研究や学術指導、業務委託等が広範囲に
行われているが、各分野について専門的知見を有す
るとされる大学としての責任のあり方について改め
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て検討することは、必要かつ有益であるように思わ
れる1)。
2 第一審判決も第二審判決も、 Y1大学の責任
の構造については、ほぼ同ーの判示を行っている。
すなわち、本件においてY1大学は、そもそも本件
業務委託契約の成立自体を争っていたわけである
が、両判決とも、 X市のみならずY1大学において
も、内部のしかるべき審議や決定手続を経ているこ
とを理由に、本件業務委託契約書記載どおりの契約
関係が成立したと認定し(第一審判旨 1、第二審判旨
1 )、 Y1大学が作成した報告書の記載内容が、本件
事業の失敗との関係でどのような意味を有している
かを吟味している。そして、 Y1大学の担当教授で
あったAが、報告書に記載された風量計算の基礎と
なった風車について、これが本件風車と異なるもの
であることを明確に告げなかったこと(第一審判旨
2、第二審判旨 2)、及び、本件風車の発電量の計算
について、本件風車自体の消費電力を考慮すべきこ
とを明確に告げなかったこと(第一審判旨 3、第二審
判旨 3)を、それぞれ、本件業務委託契約の債務不
履行に当たると判示している。そのうえで、本件事
業の失敗によるX市の損害額については、本件事業
の全費用である約3億円全てについて、 Y1大学の
債務不履行と相当因果関係があるものと判示してい
る(第一審判旨4、第二審判旨 4)。
本件における裁判所の判断は、いずれも事実認定
に属するものであるから、本件の具体的な結論か
ら、一般論として大学の責任について論ずること
は、慎重であってしかるべきである。しかしなが
ら、少なくとも、組織内部において所定の手続を経
て成立した契約関係について、訴訟が提起された後
になってその内容を改めて論難することは、明らか
に無理があると言わざるを得ない 2)。また、本件風
車の設計や、本件事業に関する風量予測について
も、民間事業者でなく Y1大学に対して委託がなさ
れたことの社会的意味は、単にY1大学が本件風車
の開発に携わったというだけに留まらない、大学と
しての専門的知見に基づいた教示、指導をも期待し
ていたと考える方が、自然であるということができ
る。このような観点からすれば、本件におけるY1
大学やAのとった行動には、例えば実在しない巨大
風車を前提とした計算結果を示す等、 X市側の暗黙
の意向にやや傾き過ぎた結論を導いたと評価されて
もやむを得ない面があったものと言わざるを得な
い。従って、本件においてY1大学の債務不履行責
任を認めた両判決の判示については、 Y1大学が専
門的知見を有する組織であること、及びそのような
立場を前提とした業務委託契約に期待される行動規
範との関係を考慮する限り、基本的に支持されるべ
きである 3)。
3 他方、本件の第一審と第二審とでは、 X市の
過失割合を判断するに際し、ほぽ同一の事実関係か
ら、第一審は 3割、第二審は 7割と、事実上逆の結
論を導いている。 X市とY1大学の責任の比較衡量
については、正に諸般の事情を総合考慮、した結果と
しての各裁判所の個別的判断と言わざるを得ず、本
件事業の主体であるX市の最終決定者としての責任
を重く見るか、あるいは前記2で述べたようなY1
大学の大学としての責任を重く見るかについては、
論者により考え方が分かれるものと思われる。
この問題の複雑なところは、上記のように論者に
より考え方や結論が分かれるにもかかわらず、反対
意見に対して説得力を以て自説の正当性を示すこと
が、おそらく誰においても事実上不可能な点にあ
る。現に、本件の第一審も第二審も、 X市の過失相
殺の原因としてはほぼ同様の事実を挙げているわけ
であり、その評価が大きく異なるために、最終的な
賠償額の認定、さらには、いわゆる「勝ち負け」に
かかる感覚が事実上逆転しているものと言わざるを
得ない。従って、本件と類似の事案に対する関係
で、本件での過失割合の判断がどこまで参考とされ
るべきかは、事実上のバランス感覚に基づく具体的
な認容額や過失割合についてはともかく、理論的に
は不明と言うほかないように思われる。
4 控訴審判決に対して、 X市は、過失相殺とし
ての考慮、事実に理由の食違いがあり、過失割合認定
が不当である、と主張して、上告及び上告受理申立
を行ったが、最高裁第一小法廷は、 X市の主張の実
質は単なる事実誤認または法令違反の主張であっ
て、明らかに上告理由に当たらず、また、 X市の主
張は上告を受理すべきものとは認められないとし
て、上告棄却・上告不受理決定を下した(最 l小決
平成23年6月9日平成22年(オ)800号・平成22年(受)985 
号)。他方、 Y1大学も、委託した業務は設計図書の
作成のみであったとして、本件契約成立の認定等を
争い、過失割合の認定が不当であると主張して、上
告及び上告受理申立を行ったが、同じく最高裁第一
小法廷により、前記と同様の理由により上告棄却・
上告不受理決定が下されたため(最1小決平成23年6
月9日平成22年(オ)801号・平成22年(受)986号〉、控
訴審の判断が確定した。
また、本件とは別に、 X市民であるZらが、 X市
を相手取り、本件事業の失敗に関するX市幹部らの
責任を追及すべきとする住民訴訟を提起している。
第一審(水戸地判平成21年3月3日平成18年(行ウ) 7 
号〕は、市長や助役に対する賠償命令を棄却し、現
場担当者である室長についてのみ、本件風車の発注
手続の暇庇について、約300万円の賠償命令請求を
認容したが、控訴審(東京高判平成22年2月4日平成21
年(行コ)114号〕では、市長の責任は否定されたが、
本件事業の事実上の責任者であるX市の元助役に対
する約450万円の賠償命令請求が、併せて認容され
ている。同事件については、 X市から上告及び上告
受理申立がなされており、現在、最高裁第一小法廷
に係属中である(平成22年(行ツ)183号、平成22年
(行ヒ)192号4))。
1) なお、本件に関する評釈は、現在のところ見当たらな
し、。
2) 実際、この点を無理に争った分、契約の成立からY1
大学の債務不履行責任までがかなり容易に認定された可能
性は、否定できないように思われる。
3) もっとも、本件で「大学としての責任」が認められた
ものと理解すると、一般的な業務委託契約の解釈との異同
についても、改めて考え直す必要が生じてくる。例えば、
①業務委託契約の中で、 Y1大学が免責条項を設けた場合
の解釈や効力はどうなるか〔大学のいわゆる「社会的責
{壬」により免責条項の効力が失われると考えられるか〕、
②Y1大学の受けるべき報酬額とY1大学の義務内容との関
係は果たして連動すると考えるべきか(無報酬であっても
「大学としての責任」の成否に影響はないか〉、③仮に業務
委託契約が不成立であった場合、事務管理または不法行為
に基づく損害賠償請求は可能か、といった問題について
は、本件のみでは必ずしも一義的に明らかでなく、今後さ
らなる検討が必要となってくるであろう。
4) この住民訴訟と本件との関係は、形式的には別個の訴
訟であるが、実質的には表裏一体である。すなわち、 X市
は、本件においてY1大学との関係で敗訴した分、住民訴
訟でZらから追及を受ける構造となっており、実際、本件
でのY1大学の主張と、住民訴訟におけるZらの主張とは、
ほぼ同ーの内容である。しかしながら、前述のとおり、本
件でのY1大学の責任が、「大学」であることが基盤となっ
ているとすると、本件事業の失敗に関するX市幹部らの責
任と、 Y1大学がX市に対して負うべき責任とは、明らか
に理論的な次元の異なるものであるから、両事件での結論
が平灰を合わせることは、社会的にはともかく、理論的に
は必須のものではないものと考えられる。
(ほしの・ゆたか筑波大学准教授)
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